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日本栄養・食糧学会誌第 70巻第4号 139-146(2017) l報 竺
世帯収人別の児童の栄養素等摂取量に対する学校給食の寄与

新井祐 未*・l, 石 田 裕美1' 中西明美［野末みほ1.2,

阿部 彩月山本妙子4,村山伸子5

(2016年 12月21日受付； 2017年3月31日受理）

要旨：枇帯収入別の児童の栄養素等摂取量に対する学校給食の寄与の違いを明らかにすることを目的とし，小

学5年生の児童とその保護者を対象に調在を実施した。世帯収入は保護者への質問紙調壺，児童の栄養素等摂

取量は平日 2日と休日 28の計4日間の食事調査（秤量・目安量記録法）により把握した。低収入群と低収入

以外群に分け，摂取量および摂取量に占める学校給食の割合について共分散分析により比較した。低収入群は

平日より休Hに摂取量が有意に少ない栄養素が多く，特に昼食で有意な差が認められる栄養素が多かった。ま

た平日，休Hともにたんぱく質摂取量が有意に少なかった。平日 1日あたりの摂取量に占める学校給食の割合に

は有意な差が認められなかった。休日を含めた 4日間の総摂取量に占める学校給食の割合は，たんばく質，ビタ

ミンA.食塩相当量で有意な差が認められ，いずれも低収入群の割合が低収入以外群の割合より高かった。 4日

間の摂取量に対する学校給食の寄与は，低収入以外群より低収入群の方が高いことが明らかとなった。

キーワード：児童世帯収入，学校給食，栄養素等摂取量

日本の学校給食は，学校給食法に基づいて実施されて

おり，児童および生徒の心身の健全な発逹や食に関する

正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果た

すとされている 1)。現在，国公私立小学校における実施

率は 99.2%であり（平成 26年度），多くの児童が学校給

食を受けている2)。これまで児童を対象とした研究では，

学校給食がある日は学校給食のない日に比べて，カルシ

ウムおよびビタミン B1の摂取量が有意に多いことや叫

食塩を除くすべての栄養素等摂取鼠が多いことが報告さ

れ4)' 現在の日本の児童の栄養素等摂取量への学校給食

の寄与は大きいと考えられる。

一方， 日本の子どもの貧困率は 16.3%であり凡

OECD (経済協力開発機構； Organization for Economic 

Cooperation and Development) 平均 13.3%を上回って

いる。さらに，大人が 1人の世帯に限ると貧困率は

54.6%となり，これは OECD加盟国の中で最も高い6¥
そのため， H本では平成 26年に「子どもの貧困対策の

推進に関する法律」7)を施行し，「子どもの貧困対策に関

する大綱」8)を制定した。また，貧困の改善に向けた主

要施策の 1つである教育支援においては，子どもの食事，

栄養状態の確保や低所得世帯に対しての学校給食費の補

＊連絡者・別刷請求先 (E-mail:ayal4l@eiyo.ac.jp) 
l女子栄養大学 (350-0288埼玉県坂戸市千代田 3-9-21)

助叫学校給食の普及・充実があげられている 10)。しかし，

低所得世帯の子どもに対する学校給食の役割を確認する

報告はない。

そこで，本研究は世帯収入による児童の栄養素等摂取

量に対する学校給食の寄与の違いを明らかにすることを

目的とした。

研究方法

1. 調査時期および対象者

調査は厚生労働科学研究費補助金「日本人の食生活の

内容を規定する社会経済的要因に関する実証的研究」（以

降，厚労科研費）で実施した 4県6市町村の調査のうち，

2013年9-12月に実施した A市の調在を解析対象とした。

A市教育委員会および学校長の同意を得て， 6小学校

に在籍する小学 5年生 (10-11歳） 382名のうち，長期

欠席者 1名を除く 381名の児童およびその保護者に調壺

を依頼した。

2. 調査項目

2.1 質問紙調査 質問紙調査は児童および保護者へ

行った。質問紙は無記名とし，児童と保護者の関係は同

じIDを振った質問紙を配布し，確認した。保護者への

2国立がん研究センター (104-0045東京都中央区築地 5-1-1)
3首都大学東京 (192-0397東京都八王子市南大沢 1-1)
4神奈川県立保健福祉大学 (238-8522神奈川県横須賀市平成町 1-10-1)
5新潟県立大学 (950-8680新潟県新潟市東区海老ヶ瀬 417)
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質問紙は児童が持ち帰り．保護者の回答後，回収用封筒

により児童．担任を介して回収した。児童への質問紙調

査は，各校の教室にて学校が指定する時間に行った。

児童へは．性別．アレルギーや病気の治療による食べ

られない食品の有無，学校の授業以外での運動（外遊び

を含む）状況について質問をした。また，保護者へは．

家族構成，世帯貝数．世帯の過去 1年間の収入（ボーナス，

年金を含む，税込）について（以下．世帯収入）質問した。

世帯収入は，家計を一緒にしている人全員の 1年間の収

入を合算し，「l.100万円未満， 2.100万円以上ー200万

円未満 3.200万円以上ー300万円未満. 4. 300万円以

上ー400万円未満， 5. 400 万円以上—600 万円未満， 6.

600万円以上ー800万円未満， 7.800万円以上， 8. 答え

たくない」の選択肢から. 1つを回答してもらった。

2.2 身体計測値 学校保健安全法II)に基づき 2013年

9月に測定された児童の身長と体重の記録を各学校より

得 肥満度12)を用いて．体格を評価した。

肥満度が一20%以下を痩身傾向児， ー 20%超+20%未

満を普通 +20%以上を肥満傾向児と区分した。

なお，調究用 IDと身体計測値のペアリングは．学校

ごとに学校側の担当者を決めて行い，ペアリング後に

データを得た。

2.3 食事調査野末らの方法に従い叫写真画像を併

用した秤量・目安量記録法により．平日 2日（学校給食

のある日），休日 2日（学校給食のない日）の連続する

4日間，児童自身によって食事調杏を実施した。児童に

はレンズ付きフィルム（使い捨てカメラ） 1台．食事記

録の書き方や写真の撮影方法を記載した資料 l部．撮影

時に距離を示すリボンを縫いつけた一定の大きさの

チェック模様のランチョンマット 1枚．食事記録用紙4

枚を配布した。管理栄養士の資格を有する調査員が児童

に記録方法写真撮影方法について説明を行った。また．

学校給食を用いて記録方法，写真撮影の練習を行い．児

童からの質問を受けたり，記入漏れしやすい点について

注意を促し，児童が同レベルで記録できるように努めた。

家庭での食事は．調査期間中に摂るすべての食事につ

いて喫食前に料理等をランチョンマットにのせ使い捨て

カメラで食事の内容を撮影し，食事の種類（朝食，昼食，

夕食などの食事区分），食事の時刻料理名，料理の材料，

料理の量，残した醤の記録可能な場合は重量の測定も

依頼した。秤は各家庭で使用しているものを用いた。ま

た，保護者へは児童による記入漏れがないかの確認を依

頼した。

学校給食は通常の配食方法の中で調査するように依頼

した。各クラス 3-4名の調壺員（おおよそ児童 10名あ

たり 1名）を配置した。食事中の様子を観察．記入漏れ

がないかの確認記録や写真撮影の補助をし，給食時間

内に終了するようにした。

各学校から献立表，栄養素等のデータ，料理単位の盛

り付け指示表を入手し．標準的な 1食分の提供量を算出

した。調査時に調査員が標準的な 1食分の提供量を盛り

付け，デジタルカメラで撮影をした。個人の給食の摂取

量は，標準的な 1食分の提供量と児童が撮影した学校給

食の写真を比較し，おかわりした量残菜量を考慮して

算出した。

2.4 栄養計算 栄養素等摂取量の計算には，日本食

品標準成分表2010(以降成分表）に対応した栄養計

算ソフト「エクセル栄養君ver.7.0第2版（建吊社）」（以

降エクセル栄養君）を用いた。管理栄養士の資格を有

する 5名の調査員によって食品番号のコーデイングと目

安量の璽量化を行った。

栄養素等摂取量の算出項目は学校給食摂取基準で設定

されている 13項目（エネルギー，たんばく質脂質工

ネルギー比率，カルシウム，マグネシウム，鉄，亜鉛，

ビタミン A, ビタミン B,, ビタミン B2, ビタミン C,

食物繊維総量，食塩相当量）に脂質，炭水化物，たんぱ

く質エネルギー比率，炭水化物エネルギー比率を加えた

17項目である。

また，本研究では，食品中の強化栄養素を考慮して解

析した。対象とした栄養素は，ビタミン B,, ビタミン

恥ビタミン C, カルシウム，鉄である。成分表に収載

されていない食品が出現した場合は，調査員間で検討し，

適切な食品への置き換えを行った。最終的に 1名の管理

栄養士がすべての確認を行った。

栄養素等摂取量の算出にあたり，主食類，豆類は加熱

後の食品および璽量を，野菜類，肉類，魚介類等は生の

食品および重量の値とした。乾物は乾燥の食品および重

量とした。したがって，主食類，豆類以外は，調理損失

を考慮していない。調理損失を考慮しなかった理由は，

すべての食品で調理損失を考慮することができないため

であり，今回の世帯収入による違いをみる上では，同じ

条件で摂取量を比較することが適していると考えたから

である。

栄養素等摂取量は 1日あたりと昼食を算出した。食事

区分は児童の記載に基づいたが，休日の食事において朝

昼兼用と記載があった場合は，食事時刻の記録を基に

11時より前は朝食とし，昼食を欠食とした。 11時以降

は昼食とし，朝食を欠食とした。

栄養素等摂取量に対する学校給食の寄与は，平日と休

Hを含めた調査全期間の場合とで検討した。平日は 1日

ごとの総摂取量に対する給食由来の摂取羅の割合を求め

た。さらに平日と休日を合わせた 4日間の総摂取量に占

める学校給食 2食分の合計摂取量の割合を求めた。

3. 世帯収入による群分けと解析対象者

世帯収入による群分けは，世帯員数および年間収入の

回答から， 2人枇帯の場合 200万円未満， 3-4人世帯の

場合 300万円未満， 5-8人冊帯の場合 400万円未満， 9

人世帯の場合 600万円未満を低収入群，それ以外を低収

入以外群とした。この群分けは，平成 24年国民生活基

礎調裔の結果から推計される貧困基準を用いた。なお，
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この基準については，本研究集団を含む厚労科研費で実

施した 4県6市町村の調査集団の貧困者と非貧困者を選

別するにふさわしい指標であることを検証，確認してい

る13)。世帯収入の質問選択肢には「答えたくない」があ

り，これを選択した者は答えたくない群とした。

321名から調査の同意を得（協力率 84.3%), 食事調

査が4日間揃わなかった 3名，食事区分や食事内容が不

明だった 5名，調査中体調不良だった 3名，学校給食を

食べていない 8名，子どもの質問紙調査不備 1名を解

析対象外とした。その結果， 301名（在籍者に対し

79.0%)のうち，低収入群は 28名 (9.3%), 低収入以外

群は 188名 (62.5%), 答えたくない群は 85名 (28.2%)

となった。群分けの結果，低収入群がみられなかった E

小学校， F小学校に在籍する 24名を解析対象外とした。

統計解析は研究の目的から世帯収入に回答が得られた

192名（在籍者に対し 50.4%), 低収入群 28名，低収入

以外群 164名に限り行った。

4. 統計解析

解析には IBMSPSS Statistics 23 (B本アイ・ビー・

エム（株））を用いた。統計解析にあたり，連続変数の

正規性の確認は， Shapiro-Wilkの検定により行った。歪

度が 2.0以上を示したものについては，対数変換後の平

均値を解析に用いた。表には，算術平均値を記載した。

低収入群と低収入以外群の頻度の比較を行うため，児

童の性別，アレルギーの有無，小学校別についてはx2
検定を，肥満度，家族構成，欠食率については Fisher

の正確確率検定を用いた。低収入群と低収入以外群との

間における体格の比較については対応のない t検定を，

授業時間以外の運動頻度の比較については Mann-Whit-

neyの U検定を用いた。

世帯収入による児童の栄養素等摂取量について検討す

るため，目的変数を 1日あたりと昼食の栄養素等摂取量，

説明変数を貧困基準以下（低収入）か，貧困基準より上

（低収入以外），共変量を，児童の性別，小学校別，授業

以外の運動頻度アレルギーの有無とし，共分散分析に

より，低収入群と低収入以外群を比較した。また，摂取

量に占める学校給食の栄養素等摂取量の割合を検討する

ため， 目的変数を栄養素等摂取量の割合，共変量を前述

と同様に共分散分析を行った。

有意水準は両側検定5%とし， Fisherの正確確率検定

の時のみ，片側検定とした。

5. 倫理的配慮

新潟県立大学倫理委員会に調査実施の承認を得（承認

番号 1309), 保護者の同意書への署名によって同意を確

認した。

結 果

1. 児童の属性

解析対象児童の属性を表 1に示す。低収入群は身長

142.6土7.6cm, 体重 35.9土6.8kg, 低収入以外群は身長

142.9士7.1cm, 体重 35.8士7.3kgであり．世帯収人によ

る有意な体格差は認められなかった。世帯収入と家族構

成には有意な関連が認められ (p< 0.001). 低収人群に

ひとり親の割合が多かった。また，世帯収入と小学校別

にも有意な関連が認められ (p< 0.05), AおよびC小

学校は低収入群の割合が高かった。児童の性別，肥満度，

アレルギーの有無授業時間以外の運動頻度は世帯収入

と有意な関連が認められなかった。

2. 世帯収入別による欠食率

平日は朝食において有意な差が認められ，低収入群の

欠食率は 28名中 3名 (10.7%) と低収入以外群 163名

中1名 (0.6%) に比べ高かった (p< 0.05)。休日は昼

食において有意な差が認められ，低収入群の欠食率は

28名中 5名 (17.3%) と低収入以外群 164名中 9名

(5.5%) に比べ高かった (p< 0.05)。
3. 世帯収入別による児童の栄養素等摂取量

児童の 1Bあたり，および昼食の栄養素等摂取量の結

果を表 2に示す。 4日間の 1Bあたりの摂取量において．

低収入群は低収入以外群よりたんぱく質 (p< 0.01), 
脂質．マグネシウム，鉄．亜鉛，ビタミン A 食物繊維

総量．食塩柑当量の摂取量が有意に少な<. たんぱく質

エネルギー比率が有意に低かった（いずれも P< 0.05)。
昼食では，低収入群のたんぱく質．マグネシウム，鉄，

亜鉛． ビタミン A ビタミン Cの摂取聾が有意に少な

かった（いずれも P< 0.05)。また，低収入群のたんぱ

く質エネルギー比率は有意に低く (p< 0.05), 炭水化

物エネルギー比率は有意に高かった (p< 0.05)。
平日．休日別に 1日あたりの摂取醤をみると，いずれ

の日も低収入群のたんぱく質（平日 P< 0.05, 休日 P<

0.01), 食塩相当量（平 B. 休日ともにP< 0.05) の摂

取量が有意に少なかった。低収入群の摂取量が低収入以

外群に比べ，有意に少ない栄養素が平日は 2種類であっ

たが，休Hは6種類と多かった。

平Hの昼食（学校給食）は世帯収入による摂取量の差

は認められなかったが，休日の昼食摂取量では低収入群

のたんぱく質，マグネシウム，鉄．亜鉛ビタミン A

ビタミン C, たんぱく質エネルギー比率（いずれも P<

0.01), 脂質，カルシウム，食物繊維総量．脂質エネルギー

比率，炭水化物エネルギー比率が低収入以外群に比べ有

意に少なかった（いずれも P< 0.05)。
4. 世帯収入別による平日 1日あたり， 4日間の総摂

取量に占める学校給食の栄養素等摂取量割合

世帯収入別で比較した平日 1日あたり. 4日間の総摂

取量に占める学校給食の栄養素等摂取量割合を表 3に示

す。平B1日あたりに占める学校給食の割合に世帯収入

による差は認められなかった。 4日間の総摂取量に占め

る学校給食の割合では，低収入群は低収入以外群より．

たんばく質食塩相当量 (p< 0.05), ビタミン A(p < 
0.01)の割合が有意に高かった。
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表 1 解析対象児童の属性

全体 低収入群 低収入以外群

(n = 192) (n = 28) (n = 164) p値

n （％） n （％） n (%) 

児童の性別 男子 86 (44.8) 11 (39.3) 75 (45.7) 0.53 
女子 106 (55.2) 17 (60.7) 89 (54.3) 

体格 身長 (cm) 142.9士7.2 142.6士7.6 142.9土 7.1 0.82 
体重 (kg) 35.8土 7.2 35.9土 6.8 35.8士7.3 0.94 

肥満度t やせ傾向 5 (2.6) 1 (3.6) 4 (2.4) 0.84 
普通 177 (92.2) 26 (92.9) 151 (92.1) 

肥満傾向 10 (5.2) 1 (3.6) ， (5.5) 
アレルギーの有無 ある 13 (6.8) 1 (3.6) 12 (7.3) 0.47 

ない 179 (93.2) 27 (96.4) 152 (92.7) 
授業時間以外の 1週間に 5日以上 77 (40.1) 13 (46.4) 64 (39.0) 0.19 
運動頻度 1週間に 3-4B 55 (28.6) 10 (35.7) 45 (27.4) 

1週間に 1-2日 47 (24.5) 4 (14.3) 43 (26.2) 
していない 13 (6.8) 1 (3.6) 12 (7.3) 

家族構成土 核家族 143 (74.5) 12 (42.9) 131 (79.9) < 0.001 
ひとり親 18 (9.4) 11 (39.3) 7 (4.3) 
その他 31 (16.1) 5 (17.9) 26 (15.9) 

小学校 A小学校 44 (22.9) 12 (42.9) 32 (19.5) 0.01 
B小学校 49 (25.5) 3 (10.7) 46 (28.0) 

c小学校 15 (7.81) 4 (14.3) 11 (6.7) 

D小学校 84 (43.8) ， (32.1) 75 (45.7) 

体格は平均士標準偏差。それ以外は人数（％）。

t肥満度は学校保健統計調査方式により算出した。「痩身傾向」を肥満度ー20%以下，「肥満傾向」を肥満度+20%
以上．その間を「普通」とした。

畜家族構成の「その他」は 3世帯，ひとり親と祖父栂，祖父母のみ，その他である。児童の性別，アレルギーの有無，

小学校は／検定を，体格は対応のない t検定を，肥満度，家族構成は Fisherの正確確率検定を，授業時間以外

の運動頻度は Mann-Whitneyの U検定を用いた。

考 察

本研究は．世帯収入による栄養素等摂取量への学校給

食の寄与の違いを明らかにするにあたり．まず栄養素等

摂取量を比較した。低収入憔帯の児童の 4B間の 1日あ

たりの摂取量では，低収入世帯以外の児童に比べて．た

んぱく質脂質，マグネシウム，鉄．亜鉛，ビタミン A.

食物繊維総量，食塩相当量の摂取量が有意に少な<. た

んぱく質エネルギー比率が有意に低かった。

欧米では子どもを対象とした惟帯収入と食物摂取状況

に関する研究が行われ，低収入世帯の子どもは脂質の摂

取量が多いことや14)• ビタミン， ミネラルの摂取鼠が少

ないこと 15)16)が報告されている。アジアでは，韓国にお

いて，低収入世帯の子どもは，たんぱく質エネルギー比

率，および脂質エネルギー比率が低いことが報告されて

いる 17)。本研究においても，世帯収入により児童の栄養

素等摂取最が異なることが認められた。特に．本研究で

は低収入世帯の児童のたんぱく質摂取量が少ないことが

特徴としてあげられ，これは斡国に類似した結果である。

また, Nishi et al. isl は国民• 健康栄養調在の結果を用い

た研究から，低収入泄帯の成人のたんぱく質摂取量が低

いことを報告している。この結果と本研究を合わせて考え

ると，日本においては，低収入世帯でたんぱく質摂取量

が少なくなることが特徴であると考えられる。また，韓国

では日本に類似した学校給食の制度が確立しており 19)'

欧米と斡国， 日本の結果が異なる要因として学校給食の

影響があると考えられる。

世帯収入による児童の栄養素等摂取量に有意な差が認

められた栄養素は，平日では 2種類であるのに対し，休

日は 6種類と多かった。平日は学校給食の影響が大きく，

収入による 1日あたりの摂取量の差は小さいと考えられ

る。一方，世帯収入による休日 1日あたりの摂取鼠の違

いには，昼食の摂取量による違いが影響していると考え

られる。また， この違いは低収入世帯の子どもの欠食率

が高いことも栄養素等摂取量の違いに影響していると考

えられる。低収人世帯の児童は休日の昼食の欠食率が商

かった。これは，朝食の摂取時間が遅いことが原因と推

察された。冊帯収入による摂取量の違いには，食事内容

による差だけではなく，欠食が影響している可能性があ

る。今同食事区分は児童の記載に基づいたが，朝昼兼用

と記載があった場合に 11時より前を朝食とした。その

理由は，今回の対象者は休日において 11時台を朝食と

する者より 11時台を昼食としている者の方が多かった

ためである。食事区分と食事時間の関係は個人差があり，
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表2 世帯収入による児童の栄餐素等摂取量

48間土 平日§ 休日II

低収入群 低収入以外群 低収入群 低収入以外群 低収入群 低収入以外群
(n = 28) (n = 164) (n = 28) (n = 164) (n = 28) (n = 164) 

単位 Mean SE Mean SE P値q Mean SE Mean SE P釘 Mean SE Mean SE p値1

エネルギー kcal 1,858 土 60 1,986 土 24 0.050 1,937 土 4 2,048 士 27 0.13 1,779 士 74 1,924 土 30 0.07 
たんぱく質 g 65.7 士 2.3 72.8 士 0.9 0.005 70.1 士 2.4 75.9 土 1.0 0.03 61.3 士 3.0 69.6 士 1.2 O.Dl 
脂質 g 61.2 士 2.7 67.7 土 1.1 0.03 61.8 士 3.2 67.2 土 1.3 0.13 60.6 士 3.6 68.2 土 1.5 0.06 
炭水化物 g 253.5 土 8.5 263.8 士 3.4 0.27 267.9 士 9.5 277.3 士 3.8 0.37 239.0 士 10.6 250.3 士 4.3 0.33 
カルシウム mg 512 士 30 557 士 12 0.17 657 土 32 669 土 13 0.74 367 土 38 446 士 15 0.06 
マグネシウム mg 207 土 8 226 土 3 0.04 236 土 ， 249 土 4 0.17 178 士 10 202 土 4 0.03 
鉄 mg 6.4 士 0.3 7.0 士 0.1 0.04 7.1 士 0.3 7.3 土 0.1 0.51 5.6 土 0.4 6.7 土 0.1 0.008 
亜鉛 mg 8.2 士 0.3 8.8 士 0.1 0.04 8.8 土 0.3 9.4 士 0.1 0.09 7.5 士 0.4 8.3 土 0.2 0.09 

lビタミン A↑ μgRAE 447 士 39 509 土 16 0.03 540 土 49 605 士 20 0.14 354 士 44 414 士 18 0.04 

iピタミン B1 mg 1.16 土 0.04 1.19 土 0.02 0.52 1.42 土 0.06 1.46 士 0.02 0.54 0.90 土 0.06 0.93 士 0.02 0.70 
たピタミン B,t mg 1.19 士 0.07 1.26 土 0.03 0.34 1.35 土 0.07 1.40 士 0.03 0.46 1.04 土 0.08 1.12 士 0.03 0.32 
りビタミン ct mg 87 土 17 101 士 7 0.16 98 土 8 106 士 3 0.42 75 土 32 95 士 13 0.19 

食物繊維総量 g 10.9 土 0.6 12.1 土 0.2 0.04 12.3 土 0.6 13.2 士 0.2 0.18 9.4 士 0.7 11.1 土 0.3 0.02 
食塩相当量 g 8.7 土 0.4 9.7 士 0.1 0.02 9.2 士 0.4 10.0 土 0.1 0.03 8.2 土 0.5 9.3 土 0.2 0.04 
たんばく質工

%E 14.2 土 0.2 14.7 士 0.1 0.046 14.5 士 0.3 14.9 士 0.1 0.17 13.8 士 0.4 14.5 土 0.1 0.08 ネルギー比率
脂質エネル

%E 29.6 土 0.7 30.6 土 0.3 0.18 28.5 土 0.8 29.4 士 0.3 0.33 30.5 土 1.0 31.7 土 0.4 0.30 ギー比率
炭水化物エネ

%E 54.6 士 0.8 53.2 士 0.3 0.09 55.5 土 0.9 54.2 土 0.4 0.21 53.9 士 1.1 52.2 土 0.5 0.18 ルギー比率

エネルギー kcal 628 土 23 665 士 9 0.14 738 士 21 740 土 9 0.93 518 士 37 590 土 15 0.07 
たんぱく質 g 21.3 士 0.8 23.5 土 0.3 0.01 26.6 土 0.6 26.6 士 0.2 0.96 16.0 士 1.4 20.4 士 0.6 0.004 
脂質 g 18.6 士 1.0 20.7 士 0.4 0.06 20.5 土 0.5 20.5 土 0.2 0.91 16.7 士 1.9 20.8 士 0.8 0.047 
炭水化物 g 91.1 士 3.3 93.5 士 1.3 0.51 109.2 土 4.0 109.5 士 1.6 0.92 72.9 土 4.9 77.4 士 2.0 0.41 
カルシウム mg 209 士 8 226 士 3 0.07 340 土 7 337 士 3 0.63 78 士 16 116 土 6 0.03 
マグネシウム mg 72 士 2 77 土 1 0.02 101 土 2 101 士 1 0.97 42 土 4 54 土 1 0.004 
鉄 mg 2.1 士 0.1 2.3 士 0.0 0.02 2.7 土 0.1 2.6 士 0.0 0.83 1.4 士 0.1 1.9 士 0.1 0.004 
亜鉛 mg 2.6 士 0.1 2.9 士 0.0 0.02 3.5 士 0.1 3.5 土 0.0 0.91 1.8 土 0.2 2.4 土 0.1 0.007 
ビタミンAt μgRAE 168 土 8 185 士 3 0.02 266 土 6 267 土 3 0.88 69 土 14 104 土 6 0.001 

昼食 ビタミン B1 mg 0.53 士 0.02 0.54 土 0.01 0.54 0.80 土 0.03 0.80 土 0.01 0.95 0.25 士 0.03 0.28 士 0.01 0.34 
ビタミン B/ mg 0.41 土 0.02 0.43 士 0.01 0.30 0.55 士 0.01 0.55 土 0.00 0.74 0.27 土 0.05 0.32 士 0.02 0.75 
ビタミン ct mg 30 土 8 37 士 3 0,04 44 土 1 45 士 1 0.63 16 土 16 30 士 6 0.006 
食物繊維総量 g 4.2 土 0.2 4.5 土 0.1 0.09 5.6 士 0.2 5.6 土 0.1 0.92 2.7 士 0.3 3.3 士 0.1 0.04 
食塩相当量 g 3.2 士 0.1 3.5 土 0.1 0.17 3.9 士 0.1 3.9 士 0.0 0.98 2.6 土 0.2 3.0 士 0.1 0.11 
たんぱく質工

%E 13.6 士 0.3 14.2 土 0.1 0.04 14.5 土 0.2 14.5 士 0.1 0.83 11.6 士 0.6 13.9 士 0.3 0.001 ネルギー比率
脂質エネル

%E 26.4 士 0.8 27.8 士 0.3 0.08 25.1 士 0.5 25.2 士 0.2 0.92 26.3 士 1.9 31.1 土 0.8 0.02 ギー比率
炭水化物エネ

%E 58.2 士 0.8 56.3 土 0.3 0.03 59.0 士 0.6 58.9 土 0.2 0.88 53.0 土 2.2 53.0 士 0.9 0.04 ルギー比率

Meanは調整平均 SEは標準誤差。
t数値は算術平均値。統計解析には正規化のため対数変換後の平均値を用いた。
±4日間は平日 2日，休828の計4日間の平均値。
§平Hは平日 2日間の平均値。
II休日は休日 2日間の平均値。
咋目的変数を栄養素．説明変数を 2人世帯の場合200万円未満.3-4人世帯の場合300万円未満.5-8人世帯の場合400万円未満.9人世帯の場合600
万円未満を低収入群，それ以外を低収入以外群とした。児童の性別，小学校，授業時間以外の運動頻度，アレルギーの有無を共変量とした共分散分析。

そのことが欠食率に影響している。起床時刻や就寝時刻， 占める学校給食の割合は，世帯収入による有意な差は認

食事時間等の生活時間の規則性が世帯収入によって異な められなかった。両群ともに学校給食摂取基準に比べ，

る可能性もあり．この点については今後さらに検討して 学校給食の占める割合は高値であり．世帯収入にかかわ

いくことが必要である。 らず学校給食の摂取量が児童の栄養素等摂取量に与える

今回，世帯収入による栄養素等摂取量への学校給食の 影響は大きいといえる。

影響の違いを検討するため，平日 1Bあたりの栄養素等 学校給食摂取基準は給食のある日 1日の給与割合に基

摂取量に占める学校給食の割合と. 4日間の総摂取量に づき算出しているが， 1Bのうちの 1食であっても，継

占める学校給食の割合を検討した。学校給食摂取基準で 続的に摂取している給食は，習慣的な摂取量に寄与して

は， 1日あたりの摂取量に対する学校で食べる昼食 1食 いる。また， A市は年間平均 188回学校給食が提供され

分の供給量を示している20)。これは日本人の食事摂取基 ており， 1年間の昼食回数の約半分の回数が学校給食か

準 2010年版と児童の摂取量の実態を踏まえ， 1日の摂 ら摂取されている。それゆえ，給食のある日のみならず，

取量の何％を給食で供給するかを定めて基準量を算出し 給食がない日も含めて学校給食の寄与をみるために， 4

たものである21)。平日の 1日あたりの栄養素等摂取景に 日間の総摂取量に占める 2食分の学校給食の摂取量の割
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表 3 世帯収入による平B1日あたり， 4日間の総摂取量に占める学校給食の栄養素等摂取量割合

平日 t 4日間土

学校給食 低収入群

摂取基準 (n = 28) 
低収入以外群

(n = 164) 
低収入群 低収入以外群

(n = 28) (n = 164) 

単位 Mean SE Mean SE P値~Mean SE Mean SE P値q

エネルギー ％ 33.0 38.6 士 1.2 36.8 土 0.5 0.17 20.0 土 0.7 19.0 士 0.3 0.16 
たんばく質 ％ 38.5 士 1.2 35.9 士 0.5 0.06 20.5 士 0.7 18.7 士 0.3 0.02 
脂質 ％ 34.7 土 1.7 32.3 土 0.7 0.20 17.0 士 0.7 15.8 士 0.3 0.14 
炭水化物 ％ 41.4 土 1.4 40.1 土 0.5 0.37 21.8 土 0.8 21.1 土 0.3 0.46 
カルシウム ％ 50.0 55.2 士 2.5 52.9 士 1.0 0.41 35.4 土 1.9 32.5 士 0.8 0.16 
マグネシウム ％ 50.0 43.4 土 1.5 41.6 士 0.6 0.29 24.9 士 0.9 23.1 土 0.4 0.08 
鉄 ％ 33.0 38.2 土 1.5 37.3 土 0.6 0.59 21.3 士 0.9 19.7 土 0.3 0.09 
亜鉛 ％ 33.0 39.7 士 1.3 37.9 士 0.5 0.19 21.6 土 0.8 20.2 土 0.3 0.08 
ビタミン A ％ 33.0 52.8 士 2.6 48.3 土 1.0 0.11 33.2 士 1.6 28.5 土 0.7 0.009 
ビタミン B1 ％ 40.0 57.l 土 1.7 55.6 土 0.7 0.43 35.3 士 1.3 34.1 士 0.5 0.36 
ビタミン B2 ％ 40.0 42.9 士 1.8 41.1 士 0.7 0.34 24.2 土 1.1 23.0 土 0.5 0.33 
ビタミン C ％ 33.0 48.2 土 2.6 46.3 士 1.0 0.52 29.5 士 1.8 26.5 土 0.7 0.13 
食物繊維総量 ％ 46.6 土 1.9 44.5 土 0.8 0.31 27.0 士 1.2 24.4 士 0.5 0.052 
食塩相当最 ％ 33.0 42.6 土 1.5 39.4 士 0.6 0.051 22.6 土 0.9 20.6 土 0.4 0.04 

Meanは調整平均. SEは標準誤差。

t平日は平日の 1日当たりの栄養素等摂取醤に占める学校給食の割合。

t4日間は平日 2日，休日 2日の総摂取量に占める学校給食の割合。

咋目的変数を栄養素等摂取量の割合，説明変数を 2人世帯の場合200万円未満， 3-4人世帯の場合 300万円未満，

5-8人世帯の場合400万円未満. 9人世帯の場合 600万円未満を低収入群．それ以外を低収入以外群とした。児

童の性別，小学校，授業時間以外の運動頻度，アレルギーの有無を共変量とした共分散分析。

合で検討を行った。その結果，低収入世帯の児童は低収

入世帯以外の児童に比べて給食由来の，たんばく質，ビ

タミン A 食塩相当量の割合が高かった。低収入群の 1

日あたりのたんぱく質ビタミン A摂取量は低収入以

外群に比べ有意に少なく，かつ学校給食由来の割合が高

いという結果は，低収入憔帯の児童にとって学校給食の

寄与がより大きいことを示唆していると考える。

欧米では，世帯収入が低いほど， 2-11歳や 9-18歳の

肥満が多いこと 15)22)' 韓国では， 7-14歳の男子において

冊帯収入が高いと肥満が多いという報告があり 17), 欧米

とは逆の結果が得られている。日本では，国民健康・栄

養調査を解析した Kachiet al. 231の報告があり， 12-18歳で

は低所得世帯の子どもは，そうでない家庭の子どもに比

べて肥満の確率が高いが， 6-11歳の児童では，世帯の経

済的要因による体格差は認められていない。すなわち思

春期と学童期では異なる結果となっている。本研究の対

象者は小学 5年生 (10歳および 11歳）に限られており，

世帯収入による体格に差が認められなかったことは，

Kachi et al. 231の報告と一致している。学童期後期（小学

4-6年生頃まで）は第二次身体発育急進期（成長スパート）

にあたり，身長や体重が急激に増加する時期である24)。

したがって，対象集団が成長スパートの時期であったこ

とが世帯収入による体格差が認められなかった要因の 1

つとして考えられる。今後は中学生での検討も必要である。

子どもの貧困対策のうちの「ひとり親家庭・多子世帯等

の自立支援応援プロジェクト（施策の方向性）」では10)'

実施率の低い中学校給食実施の向上を目標として掲げて

おり，以前よりも積極的に学校給食実施に向けて努力が

なされている。今後学校給食の実施率向上とともに，

学校給食の内容を充実させることにより，低収入世帯の

児童生徒を含む日本の子どもの健康の維持・増進につな

がると考える。そのためにも，その根拠となる児童生徒

の食事摂取状況の課題を明らかにしていくことは重要で

あると考える。

本研究の限界は， 4つある。 1つ目に， 4地域 19小学

校に在籍する小学 5年生を対象とした調杏のうちの 1地

域のみの結果ということである。 2つ目に．世帯収入の

質問に対し，「答えたくない」とし，解析対象外となっ

た者が28.2%であったことである。結果には示していな

いが 3群間で比較すると，低収入群と答えたくない群

に有意な差が認められた。答えたくない群は．低収入以

外群の特徴と類似していた。また．今回対象地域は我が

国の子どもの貧困率 16.3%に比較すると低い可能性があ

るため．結果の解釈には留意を要する。 3つ目に．世帯

収入については自記式であるため，群分けに誤分類の可

能性が否定できないことである。しかし．実際の泄帯収

入と今回のカテゴリー化した回答の一致率を確認するこ

とは困難であり，それゆえ結果ば慎重に取り扱わなけれ

ばならない。上記 3つの限界に関しては，さらに対象者

を増やし．残りの 3地域の結果を含めた検討が急務であ

る。 4つ目に．今回の食事調査において，写真を併用し

た秤量・目安量記録法によって行ったことが本調査法の
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妥当性研究を実施していないことである。 Burrowset 

al. の食事調査の妥当性を検討した系統的レビューの結

果では25), 4-11歳について，総エネルギー量を推定す

るための最も精度の高い方法は，少なくとも平日と休日

を含む 3B間の 24時間思い出し法を行い，食事の申告

を保護者によって行うことであると結論付けている。ま

た， 24時間思い出し法は 10歳以上ではおおむね妥当性

が得られるという報告もある26)。今回我々は，学校給食

の寄与について学校給食を食べていない休日も含めて検

討するため，また，休日だけに着目する場合に日間変動

を考慮できるようにするため，平日 2日，休日 2Bの調

査日を設定した。食事調企の協力率を高めるため，保護

者の負担を軽減することも含めて方法を検討し，保護者

からの申告ではなく，児童自身に記録してもらい，保護

者に記入漏れがないかの確認を依頼するにとどめた。そ

の上で，野末らの小学 5年生を対象にした先行研究の方

法に従い叫写真による食事記録を併用した。写真によ

る食事記録の妥当性については Higginset al. による調

査が行われており叫児童の摂取量を推定するために写

真画像を用いることは妥当であるとされている。

以上の限界はあるものの，本研究は，惟帯収入によっ

て児童の栄養素等摂取量への学校給食の寄与が異なるこ

とを明らかにした。特に，低収入枇帯の児童のたんぱく

質ビタミン A.食塩相当量の摂取量への学校給食の寄

与は学校給食のない休日を含めて低収入枇帯以外の児童

より大きいことが明らかになった。

本研究は，平成 26年度厚生労働科学研究費補助金（循

環器疾患．糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環

器疾患．糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業））H24-循

環器等（生習）ー一般-006(研究代表者：村山伸子）の助

成を受けた。本研究の対象者としてご協力いただきました

児童と保護者の皆様に深く御礼申し上げます。また，調

査実施にあたり，ご理解とご協力いただきました教育委員

会および学校教職員の皆様に心より感謝申し上げます。
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The Contribution of School Lunch to Dietary Intake in Primary School Children 

in Relation to Household Income 

Yumi Arai,*・1 Hiromi Ishida, 1 Akemi Nakanishi, 1 Miho N ozue, 1. 2 

Aya Abe,3 Taeko Yamamoto,4 and Nobuko Murayama5 
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Summaが Thisstudy aimed to examine the contribution of school lunch to dietary intake in primary school 

children, in relation to household income. Students in the fifth grade and their parents were included. The 
household income of each family was obtained using a questionnaire completed by the parents. Children main-
tained dietary records for 4 days: 2 school days (weekdays) and 2 non-school days (weekend). Families were 

assigned to either a low household income group or a non-low income group. The amounts of nutrients and the 
ratio of nutrient intake from school lunch in relation to household income were assessed using analysis of co-
variance (ANCOVA). The low-income group consumed fewer nutrients than the other group, especially on non-

school days. The protein intake in the low-income group was lower than that in the other group on both school 
days and non-school days. The percentages of nutrient intake from school lunch did not differ between the 
groups on school days. However, the percentages of protein, vitamin A, and salt intake from school lunch rela— 

tive to the total amounts of these nutrients during the 4 days were higher in the low-income group than in the 
other group. 

Key words: primary school children, household income, school lunch, nutrient intake 
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